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１．序論 

 日本ではエネルギー安全保障やカーボンニュートラルの

観点から，再生可能エネルギー導入の拡大が求められてい

る 1)．太陽光発電（PV）は代表的な電源であるが，国土利

用に制約の大きい日本では，PV のさらなる導入において，

用地確保と地域受容性の両立が大きな課題である．こうし

た条件の下で，農地の上部空間を活用しつつ農業生産と発

電を両立させる営農型太陽光発電（Agrivoltaics）は，有望

な導入形態として注目されている 2)．実際に国内でも営農

型太陽光発電の導入は進展しており，2023 年度末時点の農

地一時転用許可は累計6,137件，1,361.6 haに達している 3)． 

一方で，営農型太陽光発電の事業環境は，発電電力に着

目すると固定価格買取制度（FIT）を前提とした段階から，

市場連動型の Feed-in Premium 制度（FIP）を前提とする段

階へ移行しつつある 4) 5)．FIT の下では売電収入の予見性が

高く，主に発電量に基づく事業性評価が行いやすかった．

それに対し，FIP 制度の下では収益性が市場価格の時間変

動に左右されるため，新しい市場環境における営農型太陽

光発電の経済性を評価することが重要となっている．その

中の一つとして発電電力の自家消費や蓄電池による需給調

整が，営農型太陽光発電を含むシステム全体の経済性に与

える影響を明らかにする必要性は高い． 

ここで，自家消費先の候補として施設栽培で用いられる

温室が挙げられる．温室は冷暖房・換気などの環境制御を

行うため，年間を通じた電力需要を有しており，農業分野

の温室効果ガス排出の一因となっている 6)．営農型太陽光

発電の発電電力を温室で自家消費することができれば，シ

ステム全体の経済性向上と農業の脱炭素化を同時に達成す

る可能性がある．実際に，営農型太陽光発電の評価では，

発電量だけでなく農業との両立価値を考慮すべきことが指

摘されており 7)，農業・食品分野での自家消費などの地域

内でのエネルギー融通が費用削減に寄与するとの報告もあ

る 8)．このため，近隣の需要と結び付いた運用評価は，営

農型太陽光発電の実装可能性を検討する上で重要である． 

既往研究では，営農型太陽光発電の農業・発電両面への

影響の整理 2)や，日本の農村地域を対象とした地域経済効

果を含む導入評価 9)が報告されている．しかし，FIP 制度下

で，温室での自家消費，市場売電，蓄電池による需給調整

を同時に扱い，さらに基本料金を含む需要家側の料金体系

まで反映して経済性を評価した研究は十分ではない． 

そこで本論文では，FIP 売電と温室での自家消費を想定

した営農型太陽光発電の経済性評価の研究 10)に対し，蓄電

池運用を追加し，FIP 売電，自家消費，蓄電池運用，系統買

電を統合した線形計画モデルを構築する．その上で，PV 容

量と蓄電池容量の組合せが，温室の電力コスト削減，FIP 売

電収入，年換算設備費から算出される年間純便益，および

系統買電削減に伴う CO2削減量に与える影響を比較し，現
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行の制度・価格条件の下で有望な設備規模と経済性・環境

性のトレードオフを明らかにすることを目的とする．  

 
２． 問題設定 

2.1 対象システム 

 図１に対象システムの概念図を示す．本論文では，露地

栽培を行う農地の上部空間を活用した営農型太陽光発電を

対象とし，その近隣に電力需要を持つ施設栽培温室と蓄電

池が併設された単一の需要家モデルを構築する．ここでは，

温室・営農型太陽光発電・蓄電池の所有者が同一であると

仮定し，設備導入コストと運用の便益をまとめて評価する． 

PV 発電電力は，温室での自家消費，蓄電池の充電，FIP

売電に配分される．一方，温室の電力需要は，PV からの直

接供給，蓄電池からの放電，および系統からの買電によっ

て満たされる．蓄電池は PV の余剰電力のみで充電され，

その放電電力は温室でのみ用いられるものとする．したが

って，本システムにおける蓄電池の役割は，市場価格の変

動を利用した売電収益の追求ではなく，温室における自家

消費率の拡大，系統買電量の削減，および年間最大受電電

力の抑制による基本料金の低減にある． 

2.2 入力データとシミュレーション条件 

最適化の時間解像度は 30 分とし，対象期間は 2024 年の

1 年間（17,520 時点）とした．気象データには NEDO のデ

ータベース 11)から宇都宮のデータを取得し，各時刻の日射

量や気温に基づき PV 発電量と温室の電力需要を計算した．

温室の電力需要については，イチゴの栽培を想定し，1 分

解像度の環境制御シミュレーションにより，図２に示すよ

うな冷暖房や換気制御に要する電力需要を算出した上で，

最適化モデルの解像度に合わせて 30 分値へ集約して与え

た．また，電力市場価格には日本卸電力取引所（JEPX）の

スポット市場価格 12)を用いた．2024 年の JEPX平均価格は

13.66円·kWh-1である． 

2.3 ケース設定とベースライン 

本論文におけるシミュレーション条件を表１に示す．PV

の導入容量は 10，20，30，40，50 kW の 5ケースを設定し

た．パネルの出力密度を 40 W·m-2と想定している．蓄電池

容量は 0，10，20，30，40，50 kWh の 6ケース，FIPプレ

ミアムは 0，3，5 円·kWh-1の 3ケースとし，これらを組み

合わせた合計 90 ケースを解析した．蓄電池の最大充放電

電力は，定格容量の 0.5 倍としており，例えば，容量が

50kWh の場合は 25kW となる．電気料金は，従量料金 26.0

円· kWh-1と基本料金 1,000円·kW-1·month-1の料金体系に基

づく 13)．設備初期費用として，PV は 300,000 円·kW-1，蓄

電池は 80,000円·kWh-1に設定した 9) 14)．  

比較基準として，PV および蓄電池を一切導入しないベ

ースラインケースを設けた．このベースラインにおける年

間系統買電量は 32,440 kWh·year-1，年間電力コストは

1,079,799円·year-1となった．その内訳は，従量料金 843,436

円·year-1 と基本料金 236,363 円·year-1 である．契約電力は

年間最大受電電力の 1.1 倍にすることとし、ベースライン

においては、17.91 kW の 1.1倍である 19.70 kW となった．

PV および蓄電池の導入効果は，このベースラインとの差

分に基づき評価・解釈を行う． 

 

３．手法 

 本論文では，PV および蓄電池の容量を所与とした各ケ

ースに対し，30 分ごとの最適な電力運用を決定する線形計

画モデルを構築した．評価期間を	𝑡 = 1,… , 𝑇	(𝑇 = 17,520)

とし，各時刻の PV 発電電力 	𝑃!"(𝑡)，温室の電力需要 

	𝑃#$%(𝑡)，および JEPX 価格系列は定数として与えた．本モ

デルにおいて、各タイムステップ	Δ𝑡(= 0.5h) で最適化され

る決定変数は以下の通りである． 

l 𝑝!"→'(𝑡) ：PV から温室への直接供給電力[kW] 

Greenhouse

Grid

Feed-in Premium

Self-
Normal Retail

Consumption

PhotovoltaicpPV→FIP

pPV→H

Pdem

PPV

pG→H

Battery

pPV→B

pB→H

図１ 対象システムの構成 

表 1 シミュレーション条件 

項目 数値 単位 

対象年 2024 - 

時間解像度 30 min 

PV 容量 10, 20, …, 50 kW 

蓄電池容量 0, 10, …, 50 kWh 

FIPプレミアム 0, 3, 5 円•kWh-1 

系統従量料金 26 円•kWh-1 

系統基本料金 1000 円•kWh-1 

契約電力係数 1.1 - 

PV 設備単価 300,000 円•kW-1 

蓄電池設備単価 80,000 円•kWh-1 

PV寿命 20 年 

蓄電池寿命 15 年 

割引率 5 % 

充放電効率 0.95 / 0.95 - 

SOC 上限 / 下限 0.9 / 0.1 - 

充放電出力係数 0.5 h-1 

 



 

 

l 𝑝!"→((𝑡) ：PV から蓄電池への充電電力[kW] 

l 𝑝!"→)*!(𝑡) ：PV から FIP 市場への売電電力[kW] 

l 𝑝(→'(𝑡) ：蓄電池から温室への直接供給電力[kW] 

l 𝑝+→'(𝑡) ：系統から温室への放電電力[kW] 

l 𝑠(𝑡) ：蓄電池の蓄電量[kWh] 

l 𝑃,-./01,/ ：年間契約電力[kW] 

なお，各設備容量はシミュレーションケースごとに固定さ

れており，本モデルは与えられた設備構成下での電力運用

のみを最適化する． 

3.1 目的関数 

最適化の目的関数は，FIP 売電収入から系統買電の従量

料金および基本料金を差し引いた年間収益	𝑅	であり、次式

で表される．	

max𝑅 =8(𝐶)*!(𝑡)
2

	 𝑝!"→)*!(𝑡) − 𝐶304#	𝑝+→'(𝑡))	Δ𝑡

−12𝐶6174,	𝑃,-./01,/ (1)
 

ここで，𝐶)*!(𝑡)は時刻𝑡における FIP 売電単価（JEPX スポ

ット市場価格とプレミアムの和）[円•kWh-1]，𝐶304#は系統従

量料金単価 [円•kWh-1]，𝐶6174,は基本料金単価 [円•kW-1•

month-1] である． 

3.2 制約条件 

各時刻	𝑡	において，PV 発電電力が温室での自家消費，蓄

電池の充電，FIP での売電のいずれかに配分されるため，

次式の電力バランス制約を設けた． 

𝑃!"(𝑡) = 𝑝!"→'(𝑡) + 𝑝!"→((𝑡) + 𝑝!"→)*!(𝑡) (2) 

また，温室の電力需要は，PV 発電，蓄電池放電，系統買電

の和によって過不足なく満たされるものとした．	
𝑃#$%(𝑡) = 𝑝!"→'(𝑡) + 𝑝(→'(𝑡) + 𝑝+→'(𝑡) (3) 

ここで，すべての決定変数は非負制約を満足するものとす

る．蓄電池の蓄電残量	𝑠(𝑡)	の状態遷移は，充放電効率	𝜂,	お

よび	𝜂#を用いて次式で定義される． 

𝑠(𝑡) = 𝑠(𝑡 − 1) + 𝜂,	𝑝!"→((𝑡)	Δ𝑡 −
𝑝(→'(𝑡)	Δ𝑡

𝜂#
(4) 

蓄電池容量を	𝐸8	[kWh]，定格容量に対する最大出力を決定

する Cレート定数を	𝜅	[h-1] とすると，各時刻の充放電電力

の上限は次式により制限される． 

0 ≤ 𝑝!"→((𝑡) ≤ 𝜅𝐸(, 0 ≤ 𝑝(→'(𝑡) ≤ 𝜅𝐸( (5) 

本論文では	𝜅 = 0.5	h9:	と設定した．また，過充電および過

放電に伴うセルの急激な劣化を抑制するため，蓄電量に対

して以下の上下限制約を設けた．	

𝛼%4.	𝐸( ≤ 𝑠(𝑡) ≤ 𝛼%1;	𝐸( (6) 

ここで，運用可能範囲の制約係数は 𝛼%4. = 0.1, 𝛼%1; = 0.9 

とした．初期蓄電残量は	𝛼4.4/	𝐸((𝛼4.4/ = 0.5)とし，年間を通

じたエネルギーの持ち越しを考慮し，評価期間の終端条件

として次式を設定した． 

𝑠(𝑇) = 	𝑠(0) (7) 

なお，蓄電池容量が 0 kWh のケースでは，すべての時刻で

充放電電力および蓄電残量を一律で 0 に固定している．さ

らに，年間最大受電電力の抑制効果を基本料金に連動させ

るため，全時刻における系統買電電力に対し，契約電力係

数 1.1 を乗じた値を上回るように年間契約電力	𝑃,-./01,/	を

定めた． 

1.1	𝑝<→'(𝑡) ≤ 𝑃,-./01,/ (8) 

3.3 経済性・環境性指標 

最適化によって得られた各ケースの電力運用に基づき，

年間純便益，割引回収期間，およびCO2削減量を算出した．

太陽光発電および蓄電池の年換算設備費	𝐴= 	(𝑗 ∈ {PV, B}) 

[円•year-1] は，初期投資費用 𝐼= [円]，耐用年数	𝐿= 	[year]，

および割引率	𝑟	を用いて，以下の式に基づき算出した． 

𝐴= =	 𝐼=
𝑟(1 + 𝑟)>!
(1 + 𝑟)>! − 1

(9) 

図２ 冬季（左）および夏季（右）における温室の温度制御と電力需要 



 

 

これにより，各ケースにおける PV および蓄電池を導入し

た場合の年間純便益 𝐵.$/	[円•year-1] は次式で与えられる． 

𝐵.$/ = 𝑇𝐶617$ + 𝑅−𝐴!" − 𝐴8 (10) 

ここで，𝑇𝐶617$は PV および蓄電池を導入していないベー

スラインの年間総電力コスト（1,079,799 円•year-1）である．

設備投資の割引回収期間については，累積キャッシュフロ

ーが正に転じる年数として算出した． 

また，システム導入による温室のエネルギー自給度を示す

指標として，年間総電力需要のうち PV からの直接供給お

よび蓄電池放電によって賄われた電力量の割合を示す自給

率	𝛽	[%] を以下のように定義した． 

𝛽 =
∑ T𝑝!"→'(𝑡) + 𝑝(→'(𝑡)U	Δt2

∑ 𝑃#$%(𝑡)	Δ𝑡2
× 100 (11) 

さらに，環境性の評価指標である CO2 排出削減量 Δ𝐶𝑂? 

[kg-CO2•year-1] は，系統電力の排出係数	𝛾 = 0.45	kg-CO2•

kWh-1 を用いて以下の式で算出した． 

Δ𝐶𝑂? = 𝛾	8(𝑃#$%(𝑡) − 𝑝+→'(𝑡))
2

(12) 

 
４．検証 

4.1 温室需要と市場価格の特徴 

温室の季節別電力需要は図２に示すとおりで，冬季は暖

房需要が支配的であり，夏季は換気と冷房需要が増加する．

このため，夏季の日中は太陽光発電と温室需要の時間的一

致度が高く，自家消費が生じやすい一方，冬季は発電量に

対して暖房需要が夜間に偏るなど，需給の時間的不一致が

相対的に大きい． 

市場価格は時間帯によって変動するため，発電電力の価

値も時刻ごとに変化する．図３に示すケース（PV30kW・蓄

電池 10kWh・プレミアム 3円· kWh-1）では，昼間の発電増

加時にまず温室の電力需要が満たされ，余剰分が蓄電池の

充電または FIP での売電に配分される．その後，発電が低

下する時間帯には蓄電池の放電が系統買電を代替しており，

蓄電池が需要シフトと年間最大受電電力の抑制に機能する

様子が確認できる．本システムにおいて，温室の電力需要

と市場価格の季節性・時間変動を同時に考慮することが不

可欠である． 

4.2 PV 容量と蓄電池容量の感度分析 

図４，図５および図６に，プレミアム 3円· kWh-1での年

間純便益・割引回収期間・CO2 排出削減量を示す．まず，

蓄電池を導入しない場合，年間純便益は PV 容量 10, 30, 50 

kW でそれぞれ 110,993円·year-1，212,419円·year-1，247,740

円·year-1となり，PV 容量の増加に伴って上昇した．しかし

その増加幅は縮小しており，FIP 売電収入や電力コスト削

減額の増加に対して，太陽光発電の年換算設備費の増加が

上回るため，年間純便益は単調には拡大しない．一方，蓄

電池容量の増加は CO2削減量の改善に寄与したものの，現

行の設備価格条件のもとでは経済性の面で不利に働いた．

図６に示す PV30 kW のケースでは，蓄電池容量を 0 kWh

から 50 kWh へ増やすと，CO2削減量は 7,617 から 10,280 

kg-CO2•year-1 へ向上した．しかし，蓄電池の年換算設備費

の負担を考慮したシステム全体の年間純便益は 212,419 円

•year-1から-31,539円•year-1へと低下した．割引回収期間に

ついても， 13.46 年から 18.99 年へと容量に応じて長期化

した．これは，蓄電池による系統買電の削減効果が現時点

の設備初期費用を十分には相殺できないことを意味してい

る．ただし，PV30 kW 条件では蓄電池 40 kWhまでは年間

純便益が正の値を維持しており，経済的な破綻を回避しつ

図３ 冬季（左）および夏季（右）発電電力配分・蓄電池 SOC・市場価格 

（PV30kW・蓄電池 10kWh・プレミアム 3円•kWh-1） 



 

 

つ環境性を改善できる運用領域が存在する． 

これらの結果は，蓄電池を伴う営農型太陽光発電システ

ムの設計において，温室の電力需要・PV 容量・蓄電池容量

の 3者の規模のバランスを緻密に調整することが極めて重

要であることを示している．将来的に蓄電池価格の低下や

環境価値の内部化が進めば最適なバランスは変化し得るが，

現行のコスト水準では経済性最大化の観点から蓄電池なし

のケースが選好されるというトレードオフが存在する． 

4.3 プレミアム条件による経済性の違い 

プレミアム条件の違いを比較すると，年間の純便益を最

大化する最適な PV 規模はプレミアム水準に強く依存した．

プレミアム 0円•kWh-1 では，年間純便益の最大値は PV 容

量 20 kW・蓄電池 0 kWh の 124,352円•year-1であり，売電

比率の高い PV 容量 50 kW・蓄電池 0 kWh の 66,949円•year-

1を上回った．すなわち，売電プレミアムが付与されない場

合には，自家消費主体の小規模な太陽光発電が有利となる．

これに対して，プレミアム 3円•kWh-1では PV 容量 50 kW・

蓄電池 0 kWh で 247,740円•year-1，プレミアム 5円•kWh-1

では同じく PV 容量 50 kW・蓄電池 0 kWh で 368,639 円•

year-1となり，大規模な太陽光発電を導入したケースの優位

性が明確になった．これらの結果はプレミアムの上昇に連

動して売電収入の寄与度が高まるためであり，市場連動型

の FIP 制度におけるプレミアム水準が適切な設備規模選択

を左右する要因となることが確認できる． 

一方で，割引回収期間が最短となるケースは，年間純便

益が最大となるケースとは一致せず，すべてのプレミアム

条件において最も小規模な PV 容量 10 kW・蓄電池 0 kWh

の組み合わせとなる．具体的な最短回収年数は，プレミア

ム 0，3，5円•kWh-1に対して，それぞれ 12.50 年，11.39 年，

10.76 年であった．小規模な太陽光発電では設備費自体を低

く抑えつつ，発電電力を無駄なく温室での自家消費に使え

るため，設備費の回収効率が相対的に高くなる． 

このように，年間純便益と割引回収期間は異なる挙動を

示すため，長寿命な設備を伴う営農型太陽光発電システム

を評価する際には，これら 2 つの投資指標を明確に区別し

て適正規模の議論を行う必要がある． 

 
５．結論 

 本論文では，FIP 売電・自家消費・蓄電池運用・系統買電

を統合した線形計画モデルに基づき，温室需要を有する営

農型太陽光発電システムの経済性と環境性を評価した．得

られた主な結論は以下の 4 点である． 

1) 蓄電池の導入は CO2削減量を向上させ，PV30 kW・プ

レミアム 3 円•kWh-1 の条件下では，50 kWh の蓄電池追加

により CO2削減量 10,280 kg-CO2•year-1に達した．一方で，

年間純便益は-31,539円•year-1まで低下しており，現行の価

格水準では経済性と環境性の間に明確なトレードオフが存

在することがわかった．ただし，経済性を一定程度維持し

ながら環境性を改善できる領域があることも確認された． 

2) FIP プレミアムの水準は最適な PV 容量の選択に直接

的な影響を与えることがわかった．具体的には，年間純便

益を最大化する構成が，プレミアム 0円•kWh-1においては

PV20 kW・蓄電池 0 kWh，3円•kWh-1および 5円•kWh-1に

おいては PV50 kW・蓄電池 0 kWh となった．  

3) 割引回収期間が最短となるケースは，すべてのプレミ

アム条件において最小規模の PV10 kW・蓄電池 0 kWh であ

り，年間純便益の最大化と投資回収期間の最小化で望まし

い設備規模が一致しないことを示している． 

今後は，蓄電池価格の低下や環境価値の市場化を見据え

た評価を追加するとともに，電気的な蓄電池以外のエネル

ギー貯蔵方法として，温室の熱需要の特性を活かした温水

図４ 年間純便益（プレミアム 3円•kWh-1） 図５ 割引回収期間（プレミアム 3円•kWh-1） 

図６ CO2削減量（プレミアム 3円•kWh-1） 



 

 

および冷水を貯蔵する蓄熱システムを含めた検証を行う．

また，太陽光パネルの設置形態に応じた日射量分布 15)から

露地栽培における作物生産の収益を考慮するなど，より多

面的なアプローチから営農型太陽光発電システムの最適設

計条件を明らかにすることを目指す． 
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